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再生可能エネルギー発電促進賦課金

『再エネ賦課金』の推移



再生可能エネルギー発電促進賦課金

202年度の想定 2023年度の想定 2024年度の想定 主な要因

①買取費用等 4兆2,033億円 4兆7,477億円 4兆8,172億円
・2024年度から新たに運転開始する再エネ発電設備

・再エネ予測誤差のための調整力確保費用

②回避可能費用等 1兆4,609億円 3兆6,353億円 2兆1,322億円
・過去の市場価格の実績を踏まえて、

　市場価格に連動する回避可能費用単価を推計

③広域的運営推進

　 機関事務費
17億円 9億円 10億円

④販売電力量 7,943億kWh 7,946億kWh 7,707億kWh
・過去の販売電力量の実績及び電力広域的運営推進

　機関の需要想定を元に販売電力量を推計

再エネ賦課金

3.49円/kWh

買取費用等

48,172億円

事務費

10億円

回避可能費用等

21,322億円
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7,707億kWh
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再エネ賦課金
（①＋③ｰ②）

26,860億円買取費用等及び、
事務費（①＋③）

48,182億円

（億円）

回避可能費用等とは、
再エネ電気を買い取ることによって
削減できた（とみなされる）電気の
調達コストなどを指します。

買取費用から回避可能費用を除き、
2024年度想定販売電力量で割った
単価を、消費電力量に応じて再エネ
賦課金として請求されます。
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